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公布された条例のあらまし

◇学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の新設について

１ 条例の新設理由

学校教育法の一部改正に伴い、関係する条例について所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 学校教育法の一部が改正され、学校の種類ごとの目的等に係る規定の整備等が行われたことにより、関

係する次の条例について所要の規定の整備を行う。

ア 職員の修学部分休業に関する条例

イ 鳥取県税条例

ウ 鳥取県税条例の一部を改正する条例

エ 貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例

オ 鳥取県認定こども園に関する条例

カ 鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例

キ 拡声機による暴騒音の規制に関する条例

(２) 施行期日は、学校教育法等の一部を改正する法律の施行の日とする。

◇鳥取県手数料徴収条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

貸金業の規制等に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 貸金業の規制等に関する法律に基づく貸金業の登録及び登録の更新に関する事務に係る手数料について

定めた規定中、当該手数料を徴収する事務の根拠となる法律の題名を「貸金業法」に改める。

(２) 施行期日は、貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日とする。

◇鳥取県建築基準法施行条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が施行され、建築基準法の一部が改正されたことに伴い、所要

の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 手数料の額を定めた規定中、当該手数料を徴収する事務の根拠となる建築基準法の条項を改める。

(２) 施行期日は、公布日とする。

◇国営土地改良事業特別徴収金徴収条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

土地改良法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 国営土地改良事業の施行地域内の土地を目的外用途に供するため所有権の移転等をした場合に特別徴収

金を徴収することを定めた規定中、引用している土地改良法施行令の根拠条項を改める。

(２) 施行期日は、公布日とする。
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平成19年11月13日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第164号

条 例

学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例をここに公布する。

平成19年11月13日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第77号

学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

（職員の修学部分休業に関する条例の一部改正）

第１条 職員の修学部分休業に関する条例（平成16年鳥取県条例第66号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（修学部分休業） （修学部分休業）

第２条 略 第２条 略

２ 法第26条の２第１項の条例で定める教育施設は、 ２ 法第26条の２第１項の条例で定める教育施設は、

次の各号に掲げる教育施設とする。 次の各号に掲げる教育施設とする。

(１) 略 (１) 略

(２) 学校教育法第124条に規定する専修学校 (２) 学校教育法第82条の２に規定する専修学校

(３) 学校教育法第134条第１項に規定する各種学 (３) 学校教育法第83条に規定する各種学校

校

(４) 略 (４) 略

３ 略 ３ 略

（鳥取県税条例の一部改正）

第２条 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（自動車税の課税免除） （自動車税の課税免除）

第137条 次の各号のいずれかに該当する自動車に対 第137条 次の各号のいずれかに該当する自動車に対

しては、自動車税（第９号に規定する自動車にあっ しては、自動車税（第９号に規定する自動車にあっ

ては、平成13年度以後の年度分の自動車税に限 ては、平成13年度以後の年度分の自動車税に限

る。）を課さない。ただし、第４号から第14号まで る。）を課さない。ただし、第４号から第14号まで

に規定する自動車にあっては、知事の承認を受けた に規定する自動車にあっては、知事の承認を受けた

ものに限る。 ものに限る。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 私立学校法（昭和24年法律第270号）第２条 (４) 私立学校法（昭和24年法律第270号）第２条
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第３項に規定する私立学校又は学校教育法（昭和 第３項に規定する私立学校又は学校教育法（昭和

22年法律第26号）第134条第１項に規定する各種 22年法律第26号）第83条第１項に規定する各種学

学校において専ら生徒の教育練習の用に供する自 校において専ら生徒の教育練習の用に供する自動

動車 車

(５)～(14) 略 (５)～(14) 略

（鳥取県税条例の一部を改正する条例の一部改正）

第３条 鳥取県税条例の一部を改正する条例（平成19年鳥取県条例第44号）の一部を次のように改正する。

第２条中「学校教育法（昭和22年法律第26号）第83条第１項」を「学校教育法（昭和22年法律第26号）第

134条第１項」に改める。

（貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例の一部改正）

第４条 貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例（昭和44年鳥取県条例第35号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

知事は、次の表の左欄に掲げる貸付金の貸付けを受 知事は、次の表の左欄に掲げる貸付金の貸付けを受

けた者（以下「借受者」という。）が同表の中欄に掲 けた者（以下「借受者」という。）が同表の中欄に掲

げる免除の条件に適合する場合は、それぞれ同表の右 げる免除の条件に適合する場合は、それぞれ同表の右

欄に掲げる免除の範囲内においてその返還に係る債務 欄に掲げる免除の範囲内においてその返還に係る債務

を免除することができる。 を免除することができる。

貸付金の種類 免除の条件 免除の 貸付金の種類 免除の条件 免除の

範 囲 範 囲

略 略

高 勤労青少年の高 略 高 勤労青少年の高 略

等 等学校の定時制の 等 等学校の定時制の

学 課程及び通信制の 学 課程及び通信制の

校 課程への修学を促 校 課程への修学を促

定 進するため、県内 定 進するため、県内

時 の高等学校の定時 時 の高等学校の定時

制 制の課程若しくは 制 制の課程若しくは

課 通信制の課程又は 課 通信制の課程又は

程 学校教育法第54条 程 学校教育法第45条

及 第３項に規定する 及 第３項に規定する

び 広域の通信制の課 び 広域の通信制の課

通 程に在学する勤労 通 程に在学する勤労

信 青少年で、経済的 信 青少年で、経済的

制 理由により著しく 制 理由により著しく

課 修学が困難なもの 課 修学が困難なもの

程 に対して貸し付け 程 に対して貸し付け

修 る資金 修 る資金

学 学
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奨 奨

励 励

金 金

備考 略 備考 略

（鳥取県認定こども園に関する条例の一部改正）

第５条 鳥取県認定こども園に関する条例（平成18年鳥取県条例第76号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を

加える。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１) 幼保連携型認定こども園 幼稚園及び保育所 (１) 幼保連携型認定こども園 幼稚園及び保育所

のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備 のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備

（以下「建物等」という。）が一体的に設置され （以下「建物等」という。）が一体的に設置され

ている施設であって、次のいずれかに該当するも ている施設であって、次のいずれかに該当するも

のをいう。 のをいう。

ア 当該施設を構成する保育所において、満３歳 ア 当該施設を構成する保育所において、満３歳

以上の子どもに対し学校教育法（昭和22年法律 以上の子どもに対し学校教育法（昭和22年法律

第26号）第23条各号に掲げる目標が達成される 第26号）第78条各号に掲げる目標が達成される

よう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに よう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに

当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連 当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連

携協力体制が確保されていること。 携協力体制が確保されていること。

イ 略 イ 略

(２) 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当 (２) 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当

する施設をいう。 する施設をいう。

ア 幼稚園教育要領（学校教育法第25条の規定に ア 幼稚園教育要領（学校教育法第79条の規定に

基づき幼稚園の教育課程その他の保育内容に関 基づき幼稚園の保育内容に関して文部科学大臣

して文部科学大臣が定めるものをいう。）に従 が定めるものをいう。）に従って編成された教

って編成された教育課程に基づく教育を行うほ 育課程に基づく教育を行うほか、当該教育のた

か、当該教育のための時間の終了後、当該施設 めの時間の終了後、当該施設に在籍している子

に在籍している子どものうち児童福祉法（昭和 どものうち児童福祉法（昭和22年法律第164

22年法律第164号）第39条第１項に規定する幼 号）第39条第１項に規定する幼児に該当する者

児に該当する者に対する保育を行う幼稚園 に対する保育を行う幼稚園

イ 幼稚園及び認可外保育施設（児童福祉法第59 イ 幼稚園及び認可外保育施設（児童福祉法第59

条第１項に規定する施設のうち同法第39条第１ 条第１項に規定する施設のうち同法第39条第１

項に規定する業務を目的とするもの（就学前の 項に規定する業務を目的とするもの（就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の 子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

文部科学 文部科学推進に関する法律施行規則（平成18年 推進に関する法律施行規則（平成18年厚生労働 厚生労働
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省 省令第３号）第１条に規定する施設を除く。） 令第３号）第１条に規定する施設を除く。）省 省

をいう。以下同じ。）のそれぞれの用に供され をいう。以下同じ。）のそれぞれの用に供され

る建物等が一体的に設置されている施設であっ る建物等が一体的に設置されている施設であっ

て、次のいずれかに該当するもの て、次のいずれかに該当するもの

(ア) 当該施設を構成する認可外保育施設にお (ア) 当該施設を構成する認可外保育施設にお

いて、満３歳以上の子どもに対し学校教育法 いて、満３歳以上の子どもに対し学校教育法

第23条各号に掲げる目標が達成されるよう保 第78条各号に掲げる目標が達成されるよう保

育を行い、かつ、当該保育を実施するに当た 育を行い、かつ、当該保育を実施するに当た

り当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携 り当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携

協力体制が確保されていること。 協力体制が確保されていること。

(イ) 略 (イ) 略

(３) 保育所型認定こども園 児童福祉法第39条第 (３) 保育所型認定こども園 児童福祉法第39条第

１項に規定する幼児に対する保育を行うほか、当 １項に規定する幼児に対する保育を行うほか、当

該幼児以外の満３歳以上の子どもを保育し、か 該幼児以外の満３歳以上の子どもを保育し、か

つ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法第23条 つ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法第78条

各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保 各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保

育所 育所

(４) 認可外保育施設型認定こども園 児童福祉法 (４) 認可外保育施設型認定こども園 児童福祉法

第39条第１項に規定する幼児に対する保育を行う 第39条第１項に規定する幼児に対する保育を行う

ほか、当該幼児以外の満３歳以上の子どもを保育 ほか、当該幼児以外の満３歳以上の子どもを保育

し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法 し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法

第23条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を 第78条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を

行う認可外保育施設をいう。 行う認可外保育施設をいう。

(５) 略 (５) 略

２ 略 ２ 略

（鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例の一部改正）

第６条 鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例（平成16年鳥取県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（受験資格） （受験資格）

第７条 ふぐ処理師試験は、次の各号のいずれかに該 第７条 ふぐ処理師試験は、次の各号のいずれかに該

当する者でなければ受けることができない。 当する者でなければ受けることができない。

(１) 略 (１) 略

(２) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条に (２) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第47条に

規定する者で、食品衛生法施行令（昭和28年政令 規定する者で、食品衛生法施行令（昭和28年政令

第229号）第35条第14号若しくは第16号に掲げる 第229号）第35条第14号若しくは第16号に掲げる

営業又は乾ふぐ製造営業に２年以上従事している 営業又は乾ふぐ製造営業に２年以上従事している

もの もの
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（拡声機による暴騒音の規制に関する条例の一部改正）

第７条 拡声機による暴騒音の規制に関する条例（平成４年鳥取県条例第27号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（適用除外） （適用除外）

第３条 前条の規定は、次に掲げる拡声機の使用につ 第３条 前条の規定は、次に掲げる拡声機の使用につ

いては、適用しない。 いては、適用しない。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

(６) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に (６) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に

規定する学校、同法第124条に規定する専修学校 規定する学校、同法第82条の２に規定する専修学

又は同法第134条第１項に規定する各種学校の行 校又は同法第83条第１項に規定する各種学校の行

事を行うためにする拡声機の使用 事を行うためにする拡声機の使用

(７)～(９) 略 (７)～(９) 略

附 則

この条例は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成19年法律第96号）の施行の日から施行する。

平成19年11月13日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第164号
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平成19年11月13日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第164号

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成19年11月13日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第78号

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（手数料の徴収） （手数料の徴収）

第２条 次の各号に掲げる事務については、当該各号 第２条 次の各号に掲げる事務については、当該各号

に定める額の手数料を徴収する。 に定める額の手数料を徴収する。

(１)～(189) 略 (１)～(189) 略

(190) 貸金業法（昭和58年法律第32号）第３条第 (190) 貸金業の規制等に関する法律（昭和58年法

１項の規定に基づく貸金業の登録 １件につき 律第32号）第３条第１項の規定に基づく貸金業の

150,000円 登録 １件につき150,000円

(191) 貸金業法第３条第２項の規定に基づく貸金 (191) 貸金業の規制等に関する法律第３条第２項

業の登録の更新 １件につき150,000円 の規定に基づく貸金業の登録の更新 １件につき

150,000円

(192)～(326) 略 (192)～(326) 略

２ 略 ２ 略

附 則

この条例は、貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律（平成18年法律第115号）の施行の日から

施行する。
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平成19年11月13日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第164号

鳥取県建築基準法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成19年11月13日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第79号

鳥取県建築基準法施行条例の一部を改正する条例

鳥取県建築基準法施行条例（昭和47年鳥取県条例第43号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

別表第３（第13条関係） 別表第３（第13条関係）

事務 金額 事務 金額

略 略

28 法第68条の １件につき 160,000円 28 法第68条の １件につき 160,000円

５の３第２項 ５の２第２項

の規定に基づ の規定に基づ

く許可 く許可

29 法第68条の １件につき 27,000円 29 法第68条の １件につき 27,000円

５の５第１項 ５の４第１項

又は第２項の 又は第２項の

規定に基づく 規定に基づく

認定 認定

30 法第68条の １件につき 27,000円 30 法第68条の １件につき 27,000円

５の６第１項 ５の５第１項

の規定に基づ の規定に基づ

く認定 く認定

略 略

備考 略 備考 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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平成19年11月13日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第164号

国営土地改良事業特別徴収金徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成19年11月13日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第80号

国営土地改良事業特別徴収金徴収条例の一部を改正する条例

国営土地改良事業特別徴収金徴収条例（平成19年鳥取県条例第11号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（特別徴収金の徴収） （特別徴収金の徴収）

第２条 県は、国営土地改良事業（別表に定める国営 第２条 県は、国営土地改良事業（別表に定める国営

土地改良事業に限る。以下「国営事業」という。） 土地改良事業に限る。以下「国営事業」という。）

の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規 の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規

定する資格を有する者が、当該国営事業の工事の完 定する資格を有する者が、当該国営事業の工事の完

了につき法第113条の２第３項の規定による公告が 了につき法第113条の２第３項の規定による公告が

あった日（その日前に、農林水産大臣が、当該土地 あった日（その日前に、農林水産大臣が、当該土地

を含む一定の地域について当該国営事業によって受 を含む一定の地域について当該国営事業によって受

ける利益のすべてが発生したと認めてその旨を公告 ける利益のすべてが発生したと認めてその旨を公告

したときは、その公告した日）以後８年を経過する したときは、その公告した日）以後８年を経過する

日までの間に、次の各号のいずれかに該当する行為 日までの間に、次の各号のいずれかに該当する行為

をした場合には、その者から、特別徴収金を徴収す をした場合には、その者から、特別徴収金を徴収す

る。 る。

(１) 当該土地を当該国営事業の計画において予定 (１) 当該土地を当該国営事業の計画において予定

した用途以外の用途（土地改良法施行令（昭和24 した用途以外の用途（土地改良法施行令（昭和24

年政令第295号。以下「政令」という。）第53条 年政令第295号。以下「政令」という。）第53条

の８に規定する用途（政令附則第６項に規定する の８に規定する用途（政令附則第８項に規定する

場合にあっては、同項に定める用途）を除く。以 場合にあっては、同項に定める用途）を除く。以

下「目的外用途」という。）に供するため所有権 下「目的外用途」という。）に供するため所有権

の移転等（所有権の移転又は地上権、賃借権その の移転等（所有権の移転又は地上権、賃借権その

他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しく 他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しく

は移転をいう。以下同じ。）をした場合 は移転をいう。以下同じ。）をした場合

(２) 略 (２) 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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